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[2014 年度政策･制度要求］ 

総務省・財務省より回答を受ける ! 

総務省より「海上デジタルディバイドの解消」、財務省より「燃料課

税の見直し」等について回答を受ける 

4 月 21 日（月）10 時 30 分より、合同庁舎 2 号館総務省 1階会議室において、

総務省から「2014 年度政策･制度要求」について回答を受けた。総務省からは、

8名が出席、交運労協から、４名が出席した。先に提出していた要求項目の回

答が示され、その後、説明内容等に関わる疑問点を資し、再回答を受け要望事

項を付した中で進めた。         

また、同じく 21 日（月）13:30 より財務省 1 階会議室において財務省から

「2014 年度政策･制度要求」について回答を受けた。財務省からは、主税局・

主計局 6名が出席、交運労協から、8名が出席した。総務省と同じように先に

提出していた要求項目の回答が示され、その後、説明内容等に関わる疑問点、

意見を資し、再回答を受け要望事項を付した中で進めた。         

今後、回答内容については、関係部会で確認後、地方交運労協をはじめ、関

係者に送付することとする。  

                              

【2014 年政策・制度要求 総務省】 

 

１．公共調達や公契約における入札要件について 

 

２．各自治体が管理する道路における特殊車両通行申請の共通化について 

 

３．海上デジタルディバイドの解消について 

 

４．日本人船員の選挙権行使の担保措置について 
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【2014 年政策・制度要求 財務省】 

 

１．燃料課税の見直しについて 

 

２．自動車関係諸税の抜本的な見直し等について 

   

３．税関官署間の対応の標準化について 

（1）税関官署間で、申告手続きの取り扱いや必要書類等で対応が異なってい

る場合 

 

(2) 同一商品に対する税関官署間の関税率の見解統一に向けた仕組みの導入

について 

 

(3）輸出通関申告官署の一元化について 

 

(4) 海上貨物の空港施設における蔵置および通関について 

 

４．免税品の取り扱い拡大について 

 

以  上     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         

 


